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連載
社会と健康を科学するパブリックヘルス

｢世紀の課題と New Public Health｣

京都大学大学院医学研究科社会健康医学系専攻社会疫学分野 木原 正博

. はじめに

公衆衛生 public healthは，社会における公平な健
康の実現を目指す学問であり実践であるが，社会と

健康の相互関係の変化と20世紀以降の目覚しい医
学・医療の進歩に伴って，その概念も変遷してきた。

21世紀の公衆衛生は，健康をめぐる様々な現代的課
題の文脈の中でパラダイムシフトを求められてお

り，それが最近，「New Public Health」という言葉
で語られるようになってきた1,2)。本稿では，この

概念を軸に，社会と健康をめぐる現代的状況の中

で，公衆衛生に求められている新しいスコープと役

割について私見を述べてみたい。

. 公衆衛生の変遷

先進国の公衆衛生は，19世紀の Sanitary Move-
ment（衛生運動）をその近代的起源とすると考え
られる。度重なる感染症流行の経験と18世紀後半の
産業革命による著しい都市人口の増加に伴う生活環

境の悪化が引き金となり，また当時の医学理論（ミ

アズマ説，後に感染説）に支えられて，各国で大規

模な生活環境改善（上下水道の整備，ゴミ処理な

ど）の動きが進み，近代における感染症激減の原動

力となった。公衆衛生は，社会の仕組み全体に関わ

る政策的課題として，国家の強力なリーダーシップ

によって遂行された。臨床医学はまだ科学として確

立していない時代であり，公衆衛生は，この衛生運

動を通して，疾患対策の中核を担った。

こうした公衆衛生対策の成功は，感染症の減少と

平均寿命の増加をもたらし，先進諸国は，「疫学転

換 epidemiological transition」，つまり，感染性疾患
優位から慢性疾患優位への疾病構造の変化を経験す

ることとなった。この疫学転換が進む中で迎えた20
世紀は，医学・医療の急速な進歩に特徴付けられる

時代であった。抗生物質の開発，消毒法の改善，新

たなワクチンの開発などによって，感染性疾患の減

少はさらに進み，疫学転換がほぼ完成した先進諸国

では，慢性疾患が，保健医療政策の中心的課題とな

った。そして，20世紀の先進国では，公的な健康保

険の導入が本格化するという保健医療の歴史におけ

るもう 1つの革命的な出来事も起きた。これにより
保健医療は，国家システムの中に系統的に組み込ま

れることとなり，国家予算において重要な位置を占

めるようになった。20世紀の後半（第二次世界大戦
後）になると，臨床医学は診断法や手術技術，治療

薬において目覚しい発展を遂げ，慢性疾患について

も，死亡率が低下し，先進国は本格的な高齢化社会

に突入することとなった。公衆衛生は，栄養状態の

改善，母子保健の向上，慢性疾患の管理，新興・再

興感染症のコントロールといった分野が活動の主体

となり，個の健康は臨床医学，集団の健康は公衆衛

生と，臨床医学と公衆衛生は異なる医学のカテゴ

リーとして分離していき，臨床医学の華やかな進歩

に大きな期待が集まる中で，公衆衛生が軽視される

傾向が生じた。ただ，20世紀は，公衆衛生の分野で
は，健康の国際格差の拡大や疫学的研究の進歩を背

景に，アルマアタ宣言やオタワ宣言（ヘルスプロ

モーション）に象徴されるように，健康の社会経済

文化要因の理解が進み，公衆衛生の新たな理論的基

礎が築かれた時代でもあった。

しかし，21世紀になって公衆衛生を巡る認識に大
きな変化が生じつつある。それは，20世紀を通じて
進行した健康と保健医療システムの均衡の矛盾が，

近未来に破綻する可能性が生じてきたからである。

その要因としては，人口の高齢化の進行，慢性疾患

の増加，新興・再興感染症の出現，先進医療による

医療の高額化，これらの掛け算としての医療ケアコ

ストの増大がある。健康保険や社会福祉制度への負

担は，限界に達しつつあり，このままでは健康の平

等の実現という医学・医療の目的は危機に瀕するこ

ととなる。先進国だけではない。途上国でも，基本

的環境衛生の整備が不十分なまま，高齢化とライフ

スタイルの変化による慢性疾患の増加が進んでお

り，依然深刻な感染症と相俟って，健康問題は先進

国よりはるかに複雑化しかつ困難化しつつある。医

療供給体制は現在でもニーズをはるかに下回ってお

り，これ以上の疾患負荷は保健医療体制の崩壊や社
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図 New Public Healthのスコープ
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会の不安定化を招きかねず，それに伴う経済的影響

や制御不可能な感染症流行の発生が生じれば，グ

ローバル化の進んだ今日，先進国もその影響を免れ

ることはできない。また，地球規模の気候変動や環

境破壊による影響は，先進国，途上国を問わず，健

康に深刻な影響を与えると予測されている。

こうした背景から，健康増進や疾病予防，患者の

早期発見による医療コストの削減，効果的で効率的

な医療の実現を社会全体として系統的に実施するこ

とが不可欠となった。つまり，公衆衛生には，集団

の疾病予防や健康増進にとどまらず，個人を対象と

した医療，リハビリ，介護をも包括して，保健医療

福祉全体を包括的に扱う学問へのパラダイムシフト

が求められている。これが，最近，「New Public
Health」という概念が語られるようになった背景で
ある。New Public Healthでは，こうした包括性の
ゆえに，社会科学的理論や方法を取り入れた学際性

の必要性，コミュニティ参加，政治的関与，他の関

連分野との連携を求めている。

. New Public Healthのスコープ
では，現代の公衆衛生には，具体的には，どのよ

うな内容が求められているのだろうか図 1は，筆
者の考えを含めて New Public Healthのスコープを
示したものである。

まず，人間集団における健康状態の記述と健康規

定要因を分析する役割がある。そのために疫学と医

療統計学という量的方法論が必須であり，疾病やリ

スク要因の頻度を継続的に測定するための良質の疾

病統計やサーベイランスが政策的に必要である。そ

して，健康の社会文化的側面を探求するための質的

方法も不可欠である。量的方法と質的方法を組み合

わせて初めて，健康の社会文化的特質をより正確に

知ることができ，その集団や社会に適切で有効な予

防や健康増進のあり方が明らかとなる。健康の規定

要因には，物理化学的要因，生物学的要因（病原

体，遺伝素因），社会的要因（経済，環境，心理，

行動，文化，ソーシャルキャピタル）があり，それ

らに対応する領域が必要である。一方，予防や健康

増進のためには，医学的・環境衛生学的アプローチ

とともに，社会科学的なアプローチが求められる。

具体的には，行動の心理的背景を明らかにするため

の行動科学，心理学，実際に行動変容を導くための

ソーシャルマーケティングや教育理論，コミュニ

ケーション理論，メディア学，プログラム評価の研

究デザインの知識が必要であり，ITで高度にネッ
トワークされた現代社会では，ソーシャルネット

ワークサービスなどの IT技術に関する知識も必要
となってきている。

一方，医療においては，医療行為の効果や効率性

を評価し，最善の医療を最小のコストで提供するこ

とを可能とするための方法論として，臨床疫学，医

療経済学が必要であり，また検診，受診，服薬への

コンプライアンスを高めるための方法論として，社

会科学的方法はここでも不可欠である。また，医療

の高度専門化と情報過多が進む現代においては，医
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学・医療界と社会の間のコミュニケーションの円滑

化や文化的橋渡しも，重要な課題となっており，健

康情報学，医学（科学）コミュニケーション学とい

った研究分野が求められている。さらに，基礎医学

の成果を社会や臨床医学に橋渡しする領域として，

トランスレーショナルリサーチも最近注目を集めて

いる分野であるが，臨床試験，市販後調査などは，

公衆衛生的方法論と関心の範疇にある。そして，最

後に，保健医療システムを経済，組織，政策の側面

から研究する領域として，健康政策・管理学，すべ

ての公衆衛生的活動の倫理的原則を扱う領域として

の医療倫理学，保健医療問題を地球的視野から扱う

国際保健学などの領域が必要である。

図 1には，京都大学に設置された公衆衛生大学院

school of public healthである社会健康医学系専攻の
分野構成も示してあるが，New Public Healthのス
コープに重なる戦略的配置がなされている。

. 新しい公衆衛生の役割

こうした多様な内容は，公衆衛生だけで担うには

広すぎると思われるかもしれない。しかし，健康に

フォーカスして多様な領域を有機的に統合し，方向

性と解決の戦略を示すことができるのは，基礎医学

でも，臨床医学でもない。もちろん医学以外の分野

でもなく，またこれまでの歴史が示すように，政治

や行政だけに頼るわけにもいかない。恐らく公衆

衛生だけが，その役割を担える唯一の領域と考えら

れる。

欧米の公衆衛生大学院の教育内容には，こうした

役割の変化を反映する努力が続けられている。米国

の Institute of Medicineは，2002年に，`̀ The Future of
Public's Health in 21st Century'', 2003年に `̀ Who Will
Keep the Public Healthy? Educating Health Professionals for
the 21st Century''という報告書を出し3,4)，エコロジカ

ルな健康概念（図 2)5)に立って，8つの領域，すな
わち，コミュニケーション，コミュニティに根ざ

した参加型研究，文化的能力 cultural competency，
倫理，ゲノム学，グローバルヘルス，情報学，法

律，政策に関連する内容を，公衆衛生教育に含め

ることを提言した。これに基づいて，米国公衆衛生

協会は，公衆衛生学修士（Master of Public Health
[MPH]）のための core competency model（必須能
力モデル）を作成しているが，そこには，基礎生物

学からグローバルヘルスに至るスコープと，個人を

扱う医療から社会集団の健康に至るスコープが明示

される中で，生物統計学，疫学，環境科学（物理，

化学，生物），健康政策・管理学，社会・行動科

学，コミュニケーション・情報学，多様性と文化，

公衆衛生基礎医学，プログラム計画，システム思

考，リーダーシップ，プロフェッショナリズムと幅

広い領域がカバーされている6)。一方，欧州公衆衛

生大学院協会でも，core competency modelの作成
が進められており，方法論（疫学，生物統計学，質

的方法等），社会環境（経済，社会心理，行動，文

化）と健康，物理・化学・生物学的要因と健康，健

康政策・組織・管理・経済，健康増進と予防，その

他（戦略立案，哲学・倫理，プロジェクト開発，

IT技術等）などのカテゴリーにまとめられつつあ
る。米国に比べると質的方法や社会科学がより重視

されている感があるが，基本的な問題意識は米国の

モデルと共通しており，カバーされている内容にも

大きな違いはない7,8)。いずれにも共通するのは，

従来の公衆衛生の枠組みを超えた高い学際性であ

り，教育対象も医学領域を超えた幅広い層が想定さ

れていることである。現代のヘルスニーズに応える

ために，公衆衛生がどのように適応し変化すべきで

あるかが，これらの教育モデルとその成立のプロセ

スにもよく示されている。

. 最後に

以上，公衆衛生の概念の変遷と，21世紀の公衆衛
生に求められているパラダイムシフトについて論じ

てきた。公衆衛生は，社会と健康を科学することを

通じて，社会における健康の平等（equity of health）
の実現を目指す学問・実践であり，社会と健康の関

係が変化すれば，それに応じてその概念が変化する

のは当然のことである。New Public Healthという
包括的公衆衛生概念の出現は，その意味で必然的な
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ことであり，逆にもし変化することができなけれ

ば，公衆衛生は，その存在意義自体が問われること

になるだろう。

しかしとは言え，公衆衛生が政治や行政にとって

代わって予防・健康増進から保健医療システムの管

理・運営の全てを担えるわけではない。New Public
Healthが求めていることは，公衆衛生が，「全ての
人に健康をHealth for All」という目的を21世紀に
実現するのにふさわしい総合科学として，その内容

の拡張と新たな統合性を獲得することである。そし

て，それを通して，目的実現に必要な社会のあらゆ

る領域を「健康」というキーワードで橋渡しし，引

き付けることのできる強い引力を持つ「核」として

の存在となることであろう。最近，`̀ Health in All for
Health for All''というレトリックがよく使われるが，
21世紀の公衆衛生に求められているのは，まさにそ
の触媒としての役割に他ならないと思われる。
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